
99.1 99.0

（ １%以下　） （  1%以下　） （  1%以下　）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

単位当たり
コスト

目標値

公益認定等総合情報システムによる電子申請の推進により申
請、審査等の効率化等を行う。
※活動指標は電子申請率とした。

活動実績
（当初見込

み）

-
(100%)

（　100　） （　100　） （　100　）

成果実績 件(%)
1622件

(-)
-

0 0

500件
(100%)

-

-

-

達成度 ％

26年度活動見込25年度

-
-

成果指標

（　100　）

90.4%
(100%)

-1,775 1,462 388

100%-

単位

執行率（％） 97.8%

81 80 128

90.6% 95.4%

執行額

計 94

--

24年度 25年度

83,837千円/
（国+都道府県
監督法人数）

活動指標 単位 23年度 24年度

件(%)

成果実績は、各年度で公益認定等の処分を受けた法人数と
し、申請から答申までの期間を原則４か月以内とする（特別な
事情により超過するものを除く）ことを目標とする。

※１ 特別な事情とは、法人において社員総会を開催する必要
が生じる場合や慎重な審査を必要とする場合のこと。

※２　成果実績欄の上段は各年度の公益認定等の処分件数、
中段は公益認定等委員会から答申された法人のうち、特別の
事情のある法人を除き4か月以内に答申された法人の割合、
下段は中段の算出式。
(注：成果実績中段を、申請から処分までの期間ではなく、申請
から答申までの期間で算出した理由は、法律により、法人は
行政庁の処分後2週間以内に登記をする必要があるため、移
行時期を会計年度の開始に合わせたいという法人側の要請に
より、答申が出た後、行政庁による処分を待つことがあること
から、成果指標としての実態を正しく反映させるため、申請か
ら答申までの期間とした。)

※３ 平成23年8月に標準処理期間を4か月と設定したため、23
年度成果実績は公益認定等を受けた件数のみ。

※４ 目標欄は平成25年度に設けられた

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予

算
内
訳

（
単
位
：
百
万

円

） 情報処理業務庁費 46

8
庁費 32

委員等旅費

費　目 26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由
職員旅費 8

件
12 28

移行後の公益法人等の監督について、不利益処分である命
令及び認定・認可の取消しに至ることの無いよう適切に行う。
※活動指標は処分率とした。

活動実績
（当初見込

み）
％

活動実績
（当初見込

み）
件

各種相談会の開催やホームページ｢公益法人information｣等
の広報媒体の活用により早期の移行申請を促す。
※活動指標は申請件数とした。特例民法法人の新制度移行
期間は平成25年11月末をもって終了している。

％

0

所管法人に対する立入検査件数
※活動指標は各年度の立入検査件数とした。

活動実績
（当初見込

み）

(  2,000  )

99.1

-

1436件
(100%)

841/(1501-660)

25年度

（  1%以下　）

(  1,500  ) (  500  ) ( - )

目標値
（26年度）24年度

（ 650 ）

23年度

141 -

- -

予備費等 -

- - -

計 89 84 130 94

- -

- - -

27年度要求

-予算
の状
況

当初予算 89 84 130

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・新制度に基づく法人からの申請等に係る審査・諮問・委員会答申に基づく認定等
・新制度の周知や申請促進を図るためのホームページ等を通じた広報等の実施
・公益認定等総合情報システム（※）の管理・運営
　※申請者による書類の提出や、行政庁における業務処理をオンラインで実施することを可能としたシステム
・公益社団・財団法人等に対する適切な監督の実施

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度

94

補正予算 -

関係する計
画、通知等

ー

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

公益法人による公益活動を支援するとともに、法人の自己規律の確立や適正な法人運営の確保を図ることにより、公益法人の活動の健全な発
展を促進し、「民による公益の増進」を推進する。

平成19年度・終了(予定)なし 担当課室 総務課
総務課長

山内　達矢

会計区分 一般会計 政策・施策名
７５　公益法人制度の運営と認定・監督等の実施

（政策１７－施策①）

事業開始・
終了(予定）年度

事業番号 0100

　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （内閣府）

前年度から繰越し - - -

翌年度へ繰越し -

６，７２６(円/件） ６，４４６(円/件）

-

452件
(100%)

224/(444-220)

26年度見込

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

公益法人制度の適正な運営の推進に必要な経費 担当部局庁
公益認定等委員会事務局

大臣官房公益法人行政担当室
作成責任者事業名

・公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律
・一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社
団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴
う関係法律の整備等に関する法律

　　/計算式
79,687千円/
（2,994件+8,853法
人）

127,605千円/
（2,556件+17,240
法人）

単位当たり
コスト

算出根拠
①　÷　（②　＋　③）
①予算執行額
②各年度移行申請件数(国＋都道府県）
③前年度までの移行済み法人数（国＋都道府県）※提出書類等電子
申請
※①のうち55％は都道府県が負担
※申請前法人等の利用についてはコスト算出にあたり考慮していな
い。
（参考：H25年度トップページへのアクセス件数 506万件）

単位 23年度

-



事業番号０１００

評　価項　　目

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

事
業
の
効
率
性

平成23年

○

○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

【目標の達成状況の検証】
　平成20年12月の制度開始から、26年3月末までの間に計4,496法人から申請を受け付け、4,391法人（約98％）の審査を終えている。平成24年12
月の法人移行動向調査によると、内閣府への移行を希望する法人は4,448法人であり、目標である「新制度への円滑な移行」に対して、順調に進
んだものと言える。
　また、平成25年度において監督対象となる約3,900法人（公益法人約2,000、一般移行法人約1,900）について、定期提出書類の確認や必要に応
じた立入検査等を実施した結果、不利益処分を課すような事例はなく、目標である「適正な法人運営の確保」がなされているものと言える。

関連する過去のレビューシートの事業番号

0150 0145

○単位当たりコストの水準は妥当か。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

○

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

所管府省・部局名

ー

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

0102

調達は一部システム保守延長案件を除き一般競争入札により
行っており、競争性の確保とコストの低減に努めている。
業務の効率化、予算の適正支出に常に努めている。
システムについては都道府県も利用するが、利用契約を締結し
所定の分担金の支払いを受けている。
厳に必要なもののみに限定して支出している。

重
複
排
除

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

備考

平成25年平成24年

外部有識者の所見

評価に関する説明

改善の
方向性

【今後の方向性】
　移行期間が終了し、今後は新たに公益認定申請を希望する法人が増え、「民による公益の増進」がなされるよう、各種媒体を活用した情報発
信、各種相談対応等を通じて制度の周知に努め、特段の事情がない限り、申請から４ヶ月以内に手続を終えられるよう柔軟、迅速かつ適切な審
査を進める。
　また、平成25年度末時点で、監督の対象となる法人が4,500（公益法人約2,300、一般移行法人2,200）を超え、26年度から本格的な立入検査を
行うこととなるが、引き続き適切な監督の実施に努めることで、適正な法人運営の確保を実現し、引き続き効果的、効率的経費の執行に努める。

　民間非営利部門の活動の健全な発展を促進し「民による公益
の増進」に寄与するとともに、主務官庁の裁量権に基づく許可
の不明瞭性等の従来の公益法人制度の問題点を解決すること
を目的として平成20年から開始された制度であり、公益性等の
判断は国会の同意を得て任命された委員により構成される公
益認定等委員会において行うこととされている。

○広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

事業番号 類似事業名

 システムを利用した申請は９９％に達している。
申請件数については、各種相談会の開催やホームページ「公
益法人information」などの広報媒体の活用により、未申請法人
に早期申請を促した結果、500件の目標に対して、その約78％
にあたる 388件の申請を受け付けた。
　公益認定等の処分については、平成25年度は452件の公益
認定等の処分を行い、特別な事情がある場合を除き、全ての法
人について申請から４ヶ月以内に公益認定等の諮問を行った。
　法人の監督については、法人からの定期提出書類の確認や
必要に応じた報告徴収の実施等を通じ法人に対する適切な監
督を実施し、結果として不利益処分を課す法人はなかった。

ー

ー

○



事業番号０１００

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

公益認定等総合情報ｼｽﾃﾑ

機器賃貸借

職員旅費、賃金等

内閣府

公益認定等委員会事務

局

Ｄ 事務費

２７百万円

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等を通じた広報

公益認定等総合情報ｼｽﾃﾑの管理・運営

【一般競争入札】

A 富士電機(株)、

東京センチュリーリース(株)

４４百万円

【随意契約】

C 富士電機 (株)

３１百万円

【一般競争入札】

機器更新に伴う公益認定等総合情

報ｼｽﾃﾑｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ改修・移行・運用

等業務

B (株)日立製作所、

(株)ＪＥＣＣ

２５百万円

公益認定等総合情報ｼ

ｽﾃﾑ機器等賃貸借・保

守業務



事業番号０１００

計 3 計 0

庁費 期間業務職員賃金 3

D.　期間業務職員１ H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 31 計 0

情報処理業務庁費
機器更新に伴う公益認定等総合情報ｼｽﾃﾑ
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ改修・移行・運用等業務

31

C.富士電機(株) G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 25 計 0

情報処理業務庁費
公益認定等総合情報ｼｽﾃﾑ機器等賃貸借・
保守業務

25

B.(株)日立製作所、（株）ＪＥＣＣ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 44 計 0

A.富士電機(株)、日本センチュリーリース E.

金　額
(百万円）

費　目
金　額

(百万円）

情報処理業務庁費 公益認定等総合情報ｼｽﾃﾑ機器賃貸借 44

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

費　目 使　途 使　途



事業番号０１００

支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

9 期間業務職員９ 事務局における一般事務（賃金） 1 － －

10 期間業務職員１０ 事務局における一般事務（賃金） 1 － －

7 期間業務職員７ 事務局における一般事務（賃金） 2 － －

8 期間業務職員８ 事務局における一般事務（賃金） 2 － －

5 期間業務職員５ 事務局における一般事務（賃金） 3 － －

6 期間業務職員６ 事務局における一般事務（賃金） 2 － －

3 期間業務職員３ 事務局における一般事務（賃金） 3 － －

4 期間業務職員４ 事務局における一般事務（賃金） 3 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

－

1 期間業務職員１ 事務局における一般事務（賃金） 3 － －

2 期間業務職員２ 事務局における一般事務（賃金） 3 －

1

落札率

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

72.9

富士電機(株)、日本センチュリー公益認定等総合情報ｼｽﾃﾑ機器賃貸借 44 - -

支　出　先 業　務　概　要

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

1 富士電機 ㈱ 公益認定等総合情報システム機能拡充（国庫債務負担行為） 31 1 82.1

1
公益認定等総合情報ｼｽﾃﾑ機器等賃貸借・保守業務（国庫債務負担行
為）

25

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

(株)日立製作所、（株）ＪＥＣＣ 2

落札率


